
家庭も会社も地域の一部。
みんなで取り組もう！
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休暇の取得促進に向けて
労使が協力して、
経営トップによる社内への
休暇取得促進の呼びかけ
管理者が率先して休暇を取得
労働組合等による企業、
労働者への働きかけ

などに取り組みましょう。

　厚生労働省は、熊谷市と連携を図りながら、地域における休暇取得
促進の働きかけを行う「地域の特性を活かした休暇取得促進のための
環境整備事業」を行っています。
　7月20日、21日、22日に開催される「熊谷うちわ祭」など地域の
イベントにあわせて年次有給休暇を活用してお祭りなどに参加する時
間、家族と触れ合う時間、自分のための時間をつくるなど、仕事と生
活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現を図りましょう。

　「年休の計画的付与制度」とは、年休
の付与日数のうち５日を除いた残りの
日数について、労使協定を結べば、計画
的に休暇取得日を割り振ることができ
る制度です。
　労働基準法が改正され、平成31年４
月より、使用者は、法定の年休付与日数
が10日以上の全ての労働者に対し、毎
年５日間、年休を確実に取得させること
が必要となりました。
　年休の計画的付与制度を導入するこ
とは、年休の取得を推進するとともに、
労働基準法を遵守する観点からも重要
となります。

　労働基準法が改正され、年５
日間の年次有給休暇（以下「年
休」という。）を確実に取得させ
ることが必要となりました。1
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バースデー休暇や半日休暇など
多様な休み方の検討

4

事業主の皆さまへ
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年次有給休暇年次有給休暇 を活用してを活用して

に出かけよう !に出かけよう !

熊谷うちわ祭
計画的付与制度



40%

◇アニバーサリー休暇制度の導入

働き方・休み方改善ポータルサイト

https://work-holiday.mhlw.go.jp/

厚生労働省では、企業の皆様が社員の働き方・休み方の改善に向けた検討を行う際に活用できる「働き方・休み方改善ポ
ータルサイト」を開設しています。サイトでは、専用指標によって企業診断ができる「働き方・休み方改善指標」や、「企業に
おける取組事例」などを掲載しているほか、社員の皆様が自らの働き方・休み方を振り返るための診断なども行えます。

働き方・休み方改善ポータルサイト

年次有給休暇を活用して
家族と地域と自分の時間を
つくりましょう！

働く人にやさしく、
住みやすいまち

「熊谷」を目指そう！

働く人にやさしく、
住みやすいまち

「熊谷」を目指そう！

年次有給休暇の取得促進 社員にも会社にもメリット

計画的な年次有給休暇の
取得により
○仕事の生産性の向上！
○企業イメージの向上！
○優秀な人材の確保！

年次有給休暇を
しっかり取得できないと・・・
○労働者のストレス増加
○職場の雰囲気の悪化
○残業などのコストの増加

地域イベント
への参加！

私生活の
充実！

仕事への
ヤル気！

子どもの誕生日や自身の結婚記念日などきっかけとし
た「アニバーサリー休暇制度」を導入しています。家
族で過ごす時間を大切にしてほしいとの思いから実施
していますが、ただ年休を消化してくださいと従業員
に働きかけをするよりも効果があると感じています。

◇年休取得状況の把握
年度初めに各職員に対して「有給休暇使用記
録簿」を配布して、年休の付与日数の確認と
取得日数の管理を行っています。自身の残日
数をチェックしてもらうことで、年休を取得
する意識付けを積極的に働きかけています。

●熊谷市には様々な取組を実践する事業場があります

従業員が年次有給休暇を取得することのメリット（複数回答可）

従業員の心身の
健康につながる

従業員のモチベーション
向上につながる

従業員の定着率が良くなる

仕事の効率があがる

社内の雰囲気がよくなる

優秀な人材が集まる

社内の人間関係が良くなる
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年次有給休暇を取得しやすくするために必要な取組（複数回答可）

年次有給休暇の
計画的付与制度の導入
不慮の事態に備えた
特別休暇の拡充

休暇中のサポート体制
（代替要員の確保等）
仕事量の偏りの見直し
（部門ごと、従業員ごと）

休暇を取りやすくするための
職場の雰囲気の改善

経営トップや管理職の意識改革

身近な上司による
年次有給休暇の取得奨励

国や自治体による、年次有給休暇の
取得についての周知徹底

取引先も含めた地域全体での
有給休暇取得促進の取り組み

年次有給休暇の取得の義務化
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心身ともに
疲労感

仕事の
能率低下

平成30年度「地域の特性を活かした休暇取得促進のための環境整備事業」アンケートより


